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経営審議会の答申を踏まえ、中⾧期の経営の基本計画となる「経営戦略」を
2017（平成29）年度に策定［計画期間:2017（平成29）年～2026（令和８）年］

2017（平成29）年度から2019 （令和元）年度の決算を踏まえ、経営戦略の見直
し、改定を行った
改定版計画［計画期間:2022（令和４）年～2031（令和13）年］

経営の健全化

補てん財源
残高の確保

60億円

純利益の継続

（収益＞費用）

令和13(2031)年度 経営目標 （水道）

①当年度純利益の継続

③事業運営資金等の確保②企業債残高の抑制
将来世代の

負担の軽減

10万円以下/人

令和13(2031)年度 経営目標（下水）

①当年度純利益の継続

②水洗化率の向上 ③企業債残高の削減

収益の確保

将来世代の

負担の軽減

経営の健全化

88.3％

累積欠損金の解消 令和７年度

補てん財源残高 30億円

18万４千円/人
(令和13年度) (令和13年度)
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本日の審議会では、上下水道事業について中間検証を実施
（現行の経営戦略における2022（R４）～2024（R６）年度までの実績値（決算）と計画値との相違）
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本年度・次年度の経営審議会にて
経営戦略の見直し（改定）を審議
［改定後の計画期間:2027（令和９）年

～2036（令和18）年］



中間検証に先立ち、行政人口の推移と今後の見込みについて分析
します。

⑴ 前回改定時（令和３年度）の考え方
⑵ 実際の人口推移と今後の見込み
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(１)前回改定時（令和３年度）の考え方
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H30社人研（10月1日時点） H25社人研（10月1日時点） H25社人研（年度末補正） ※（当該年度+次年度)/2 年度末実績（住基人口）

前回の経営戦略改定時、最新はH30推計値であったが、

実績値（住基人口）との乖離が大きかったため、実績値（住基
人口）との乖離が少ないH25推計値の年度末
補正値※を採用
※社人研の推計値は各年９月末時点のものであるため，年度末時点に置きかえた
数値 （当該年度推計値+次年度推計値）／２で算出

※社人研推計値とは
国立社会保障・人口問題研究所が、５年毎に実施される国勢調査を基に行う

行政人口の推計値。出生率等を加味し、市町村ごとに公表される。
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(2)実際の人口推移と今後の見込み
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H25社人研（年度末補正） R5社人研（年度末補正） R6末実績 R5社人研（年度末補正）

R6末
309,881/312,699

=約99.1%
（▲2,818人）

R2末
323,400/325,006

=約99.5%
（▲1,606人）

（単位：人）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

H25社人研
（年度末補正）

311,165 308,445 305,727 303,006 300,286 297,447 294,490 291,533 288,576 285,619 282,586 279,479

R5社人研
（年度末補正）

（A） 309,873 307,297 304,720 302,145 299,568 296,938 294,254 291,570 288,886 286,201 283,438 280,594

今後の推計人口
（A）　×　約99.1%

（B） 307,084 304,531 301,973 299,425 296,872 294,266 291,602 288,946 286,286 283,626 280,887 278,065

（B）　-　（A） ▲ 2,789 ▲ 2,766 ▲ 2,746 ▲ 2,719 ▲ 2,696 ▲ 2,672 ▲ 2,652 ▲ 2,624 ▲ 2,600 ▲ 2,576 ▲ 2,551 ▲ 2,529

年度末実績 今後の見込み（99.1％補正後）

分析
・H25社人研年度末補正値とR5社人研年度末補正値を実績と比較するとR5社人研
年度末補正値の方が実績に近い。
・ただし、実績は下振れしてきており、R6年度末では実績と99.1％の乖離が見ら

れる。

今後

・より実績に近いR5社人研年度末補正値を今後の推計に採用。
・また、継続的な減少が続いているため、令和６年度末の下振れ率（99.1
％）を基に実績補正値を算定。

・この実績補正値を、上下水道ビジョン・経営戦略の共通の推計人口と
する。



ここからは、水道事業について、以下の各項目の中間検証を行っ
ていきます

⑴ 給水人口・有収水量・料金収入
⑵ 収支推計
⑶ 投資事業
⑷ 企業債残高
⑸ 補てん財源
⑹ 経営目標
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【今後の考え方】

P.5でお示しした人口推
計をベースとしつつ、令和
７年度以降の状況も見極め
ながら、必要な補正を加え
ていく

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

給水人口(現計画) 303,061 300,726 298,389 295,928 293,341 290,756 288,169 285,582 282,881 280,069

給水人口(実績) 303,323 300,373 296,260

差 262 ▲ 353 ▲ 2,129
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300,000

310,000

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

給水人口(現計画) 給水人口(実績)

給水人口

(人)

計画値から大きく乖離はしていないものの、
行政人口と同様、令和６年度については下ぶれの傾向
がみられる
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（単位：十万㎥）有収水量
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料金収入
（単位：億円，税抜き）

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13
2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

現計画 （うち事業所等） 実績 （うち事業所等）
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●実績が計画を上回った主な理由

一般用では実績が計画を下回っている
が、事業所等では実績が計画を上回って
いるため、全体として実績が計画を上回
っている。

《参考》 計画値(R6)と実績の差
・行政人口及び給水人口の減
・一人当たり有収水量の減
（▲1.31ℓ 計画:250.19ℓ

実績:248.88ℓ）

・有収水量
一般 ▲335,550㎥
事務所等 +690,523㎥

有収水量の実績は、やや現計画を上回っている

料金収入も有収水量に近い動きを見せている

【今後の考え方】

人口推計を見極めなが
ら、有収水量と料金収入
についても、令和7年度以
降の状況を勘案して、適
正に見積もっていく

※

※R4年度：料金減免を実施しなかった
場合の額

（単位：㎥）
R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

34,158,607 33,752,422 33,348,158 32,934,397 32,510,802 32,088,789 31,667,756 31,247,666 30,818,201 30,379,610

一般用 27,912,170 27,579,803 27,248,484 26,906,806 26,554,443 26,202,819 25,851,344 25,499,990 25,138,448 24,766,978

事業所等 6,246,437 6,172,619 6,099,674 6,027,591 5,956,359 5,885,970 5,816,412 5,747,676 5,679,753 5,612,632

34,632,087 34,028,943 33,703,131

一般用 27,758,628 27,167,251 26,912,934

事業所等 6,873,459 6,861,692 6,790,197

473,480 276,521 354,973

現計画①

実績②

差　②－①
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【今後の考え方】

・ 費用については、過年度の実績により変動
する経費（支払利息、減価償却費など）の再算
定を行うとともに、今後の投資事業の見直し
による変動も考慮する

・ 収益については、料金収入等の補正を行う
などし、収支全体の見直しを行う

●令和４年度:支出計画60.2億円に対し、実績54.8億円（5.4億円の減）
⇒ ・人件費の予算執行で不用を生じた（支出▲2.3億円）

・送水幹線二重化事業の繰越による減価償却費の減（支出▲2億円）

●令和５年度:支出計画57.5億円に対し、実績54.9億円（2.6億円の減）
⇒ ・人件費の予算執行で不用を生じた（支出▲2.4億円）

●令和６年度:収入計画63.0億円に対し、実績66.6億円（3.6億円の増）、
支出計画57.7億円に対し、実績58.8億円（1.1億円の増）

⇒ ・庁舎売却による固定資産売却益の発生（収入+2.8億円）及び
固定資産売却損の発生（支出+3.1億円）

・人件費の予算執行で不用を生じた（支出▲1.6億円） など

令和７年度以降は、現行の経営戦略計画値
令和９年度以降の10か年については、推計を
見直し予定
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『基幹管路の耐震適合率』の令和６年度目標
54.3%に対して，実績52.0%となるなど，投資事
業全体としては，概ね予定どおりに実施

56.2
49.5

32.1 34.5

24.8 25.1 28.1

19.6
24.3

18.3 20.5 19.8 22.6
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現計画 実績 現計画 実績 現計画 実績等 現計画 現計画 現計画 現計画 現計画 現計画 現計画

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

2022 2023 2024 2025 2025 2025 2025 2025 2025 2025

（単位：億円）

●実績と現計画との差（主な理由）
R4年度:新庁舎の整備
工事の入札等の結果、請負差額が発生 など

R5年度:管路耐震化事業の前倒し補正
事業実施年度の調整 など

減額

増額

現状、資材単価及び労務単価の増により
更新率は鈍化の傾向にある

老朽管(耐震化）対策強化 (R6年～）
～R5年 14億円/年→←R6年～ 16億円/年

南海地震対策集中投資
2022(令和４)年まで
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【今後の考え方】

・企業債借入の割合につい
て、現計画の運用例に基づ
くと２％を超える場合は
1/4借入となる

・金利水準が常に２％を超
える状況にあるため、今後
の企業債借入割合について
は、総合的な判断により運
用例を改めて検討していく
必要がある。

・補てん財源残高、人口１
人当たりの企業債残高等を
考慮しながら、企業債発行
額を検討していく

（単位：万円）給水人口１人当たりの企業債残高の推移

9.2 9.0 8.8

9.5 9.4 9.3 9.3 9.1 9.1 9.0 8.9 8.7 8.7

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
１人当たりの企業債残高(実績・適債1/3) １人当たりの企業債残高(適債1/2)
１人当たりの企業債残高(適債1/3) １人当たりの企業債残高(適債1/4)

金額

年度

当初の想定よりも早いペースで
企業債残高が減少している

279.0 269.2 259.6

287.4 283.0 277.1 274.2 267.5
264.0 258.0 253.1 247.3 242.9

1.3 1.4

2.1

3.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0
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6.0
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280

320

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

企業債残高(実績・適債1/3) 企業債残高(適債1/2) 企業債残高(適債1/3)

企業債残高(適債1/4) 金利

金利（％）

金額

年度

企業債残高の推移
企業債残高（単位：億円）

起債借入額の調整（適債1/3）により、当初
の想定よりも起債残高が抑制されている
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●補てん財源残高の減少理由

・R5より債券運用開始に伴い、
R4とR5の残高について、
差が拡大
（R5はラダー運用以外の新発
債購入あり）

・金利上昇局面に伴い、R4～
R6の起債を1/3借入とした
ため、補てん財源が減少

・投資事業の繰越などに伴い、
資本的収支不足額の実績が
推計より減少したため、R6
は下げ止まっている。

債券運用

金利変動リスクを避けながら、安定
的な利息を得ることができる10年国
債等の⾧期債でのラダー型運用（残存
年限と保有残高が均等となるように、
毎年同額ずつ債券を購入する）を10
年計画で行うこととしています。
（※R5については、５年満期の債券
（10億円分）を別途購入）

【今後の考え方】
・起債と投資の割合を見極めな
がら、適正規模を検討

補てん財源残高
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R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
債券運用残高 補てん財源残高(実績・適債1/3)
補てん財源残高(適債1/2) 補てん財源残高(適債1/3)
補てん財源残高(適債1/4)

金額

年度

（単位：億円）

(※)補てん財源とは，資本的収支不足額を補てんするため企業内部に留保している財源

補てん財源残高
債券運用残高

R5～債券運用開始



・経営目標の達成状況等について

① 当年度純利益（黒字）の継続
⇒ 継続的に黒字を達成

② 企業債残高の抑制（10万円以下／人）
⇒ 残高が「10万円以下／人」と
なるよう借入額の調整を実施

③ 事業運営資金等の確保（補てん財源:60億円以上）
⇒ 補てん財源残高は60億円以上を確保
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経営の健全化

補てん財源
残高の確保

60億円

純利益の継続

（収益＞費用）

令和13(2031)年度 経営目標 （水道）

①当年度純利益の継続

③事業運営資金等の確保②企業債残高の抑制
将来世代の

負担の軽減

10万円以下/人

《　経営戦略の見直し（今後の考え方）　》

①　行政人口

②　給水人口

③　有収水量

④　料金収入

⑤　収益 「④料金収入」の補正を中心に再算定

⑥　費用
　過年度の実績により変動する経費の再算定を行う
とともに、投資事業の見直しによる変動も反映

⑦　収支推計 「⑤収益」－「⑥費用」で再算定

⑧　投資事業 　事業の優先度の再検証を行い、全体的な見直しを実施

⑨　企業債残高
「⑧投資事業」の見直しを踏まえ見積、「⑪補てん財源
残高」との関連等について検討

⑩　給水人口１人
　　当たりの残高

　金利上昇局面を踏まえ、残高基準について見直しを検
討

⑪　補てん財源残高 「⑨企業債残高」との関連も踏まえ、適正規模を検討

　社人研の人口推計をベースとしつつ、実績等の状況も
見極めながら補正

人口推計を見極めながら、適正に見積



ここからは，企業として経営すべき，汚水分に係る公共下水道事
業について，以下の各項目の中間検証を行っていきます

⑴ 処理区域内人口・水洗化人口

⑵ 下水道普及率・水洗化率

⑶ 有収水量・下水道使用料

⑷ 収支推計

⑸ 投資事業

⑹ 企業債残高

⑺ 経営目標

14



R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13
処理区域内人口（現計画） 210,488 212,058 216,076 217,209 218,134 217,964 216,922 216,593 216,199 215,874
処理区域内人口（実績） 209,250 208,444 212,512
差 ▲ 1,238 ▲ 3,614 ▲ 3,564

210,488 
212,058 

216,076 217,209 218,134 217,964 216,922 216,593 216,199 215,874 

209,250 208,444 

212,512 

190,000

200,000

210,000

220,000

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

処理区域内人口(現計画) 処理区域内人口(実績)

（人）

処理区域内人口 (※)下水処理が開始されている処理区域に居住する人口

想定を上回る行政人口の減が主な理由であり、国費の
内示減による下水道新規整備の若干の遅れもあったこと
から、処理区域内人口が減となったもの

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13
水洗化人口（現計画） 180,742 182,344 186,513 187,854 188,731 189,192 189,555 189,985 190,363 190,641
水洗化人口（実績） 178,465 178,115 182,245
差 ▲ 2,277 ▲ 4,229 ▲ 4,268

水洗化人口

180,742 182,344 
186,513 187,854 188,731 189,192 189,555 189,985 190,363 190,641 

178,465 
178,115 

182,245 

160,000

170,000

180,000

190,000

200,000

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

水洗化人口(現計画) 水洗化人口(実績)

（人）

(※)整備された下水道を使用している人口

水洗化人口は行政人口等の減少により、推計を下回っ
ている状況
（R6年度末の前年からの伸びは団地下水道（旭グリー
ンヒルズ団地及び平和団地）の統合が大きく影響）

R6水洗化人口の現計画・実績差

・人口関連
行政人口分 ▲2,300人
処理区域内人口分 ▲ 800人

・水洗化率の現計画・実績差
に伴う水洗化人口の差
既整備区域 ▲1,500人
新規整備区域 + 400人

【今後の考え方】

・処理区域内人口
下水道整備の見込みを踏まえ、
必要な補正を加えていく

・水洗化人口
処理区域の拡大に合わせ、下水
道への早期接続に向けた取組み
を促進するなど水洗化率の向上
を図り、適正な推計へとつな
げていく
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【今後の考え方】

「処理区域内人口」と「行政人口」の動向に基づいて，再算定を行っていく

66.1%
67.1%

68.9%
69.8%

70.7% 71.3% 71.6% 72.1% 72.7% 73.3%

65.9% 66.4%

68.6%

54.0%

58.0%

62.0%

66.0%

70.0%

74.0%

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

普及率（現計画） 普及率(実績)

下水道普及率 (=処理区域内人口／行政人口×100)

国費の内示減による下水道新規整備の若干の遅れが生
じたことから、現行計画より若干下回ったもの。

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

普及率(現計画) 66.1% 67.1% 68.9% 69.8% 70.7% 71.3% 71.6% 72.1% 72.7% 73.3%

普及率(実績) 65.9% 66.4% 68.6%
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R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13
処理区域内人口（現計画） 210,488 212,058 216,076 217,209 218,134 217,964 216,922 216,593 216,199 215,874
処理区域内人口（実績） 209,250 208,444 212,512
差 ▲ 1,238 ▲ 3,614 ▲ 3,564

水洗化人口（現計画） 180,742 182,344 186,513 187,854 188,731 189,192 189,555 189,985 190,363 190,641
水洗化人口（実績） 178,465 178,115 182,245
差 ▲ 2,277 ▲ 4,229 ▲ 4,268

85.9% 86.0%
86.3% 86.5% 86.5%

86.8%
87.4%

87.7%
88.0%

88.3%

85.3% 85.4%
85.8%

82.0%

84.0%

86.0%

88.0%

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

水洗化率(現計画) 水洗化率(実績)

水洗化率 (=水洗化人口／処理区域内人口×100)

【今後の考え方】

「水洗化人口」と「処理区域内人口」の動向に基づいて，再算定を行っていく

水洗化率は、分子となる水洗化人口の現計画に対する下回
り幅が分母となる処理区域内人口の下回り幅より大きいこ
とから、水洗化率の実績が現計画を下回っている
令和４年度以降、水洗化率の実績値は上昇している
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水洗化人口の伸びの鈍化や一人当たり有収水
量の減少に応じて、一般家庭等の水量が推計
を下回っており、事業所等の水量は現計画を
上回るも全体としては現計画を下回る状況

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

現計画 21,534,393 21,621,941 21,672,592 21,958,655 21,984,338 21,967,970 21,914,531 21,853,254 21,799,073 21,741,087

一般用 16,667,928 16,743,121 16,809,164 17,110,512 17,151,372 17,150,076 17,111,605 17,065,191 17,025,770 16,982,443

事業所等 4,866,465 4,878,820 4,863,428 4,848,143 4,832,966 4,817,894 4,802,926 4,788,063 4,773,303 4,758,644

実績 21,528,870 21,403,102 21,358,467

一般用 16,330,304 16,169,806 16,159,723

事業所等 5,198,566 5,233,296 5,198,744

▲ 5,523 ▲ 218,839 ▲ 314,125差

（単位：㎥）

166.7 167.4 168.1 171.1 171.5 171.5 171.1 170.7 170.3 169.8

48.7 48.8 48.6 48.5 48.3 48.2 48.0 47.9 47.7 47.6

215.3 216.2 216.7 219.6 219.8 219.7 219.1 218.5 218.0 217.4

163.3 161.7 161.6

52.0 52.3 52.0

215.3 214.0 213.6

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

有収水量

現計画 （うち事業所等） 実績 （うち事業所等）

（単位：10万㎥）

※使用料単価：１㎥当たりの使用料
（下水道使用料÷有収水量）

使用料が逓増料金であることから１水栓あたりの
使用水量が減ると単価も下がるもの

25.8 25.9 26.0 26.4 26.5 26.5 26.4 26.3 26.2 26.1

12.3 12.4 12.4 12.4 12.3 12.3 12.3 12.3 12.2 12.2

38.1 38.3 38.4 38.8 38.8 38.8 38.7 38.6 38.5 38.4

24.6 24.4 24.4

12.7 12.8 12.7

37.3 37.2 37.1

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

下水道使用料

現計画 （うち事業所等） 実績 （うち事業所等）

（単位：億円、税抜）

下水道使用料は、有収水量の現計画との差に
加え、使用料単価（※）が低下していること
から、有収水量以上に現計画を下回る状況

R6有収水量の現計画・実績差

・水洗化人口の伸び鈍化
・一人当たり有収水量の減少
▲3.99L/日
現計画：252.56L/日
実績 ：248.57L/日

R6使用料の現計画・実績差

・有収水量
一般用 ▲649,441㎥
事業所等 +335,316㎥

・使用料単価 ▲2.96円
現計画： 176.98円
実績 ： 174.02円
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●令和４年度は，費用が現計画ほど伸びなかったため，実績が現計画を1.1億円
上回っている

⇒ ・下水道使用料の減少（有収水量が見込みに達せず）
・流域維持管理負担金の減少（処理水量の減） など

●令和５年度は，実績と推計の差が0.6億円となっている
⇒ ・下水道使用料の減少（有収水量が見込みに達せず）

・流域維持管理負担金の減少（処理水量の減） など

●令和６年度は，収益の減少が費用の減少より大きかったことから，実績が推
計を1.0億円下回っている

⇒ ・下水道使用料の減少（有収水量が見込みに達せず）
・長期前受金戻入の減少（国費内示減等により、投資事業が見込みに

達せず）
・減価償却費の減少（国費内示減等により、投資事業が見込みに達せ

ず） など

【今後の考え方】

・費用については，過年度の実績により
変動する経費（支払利息，減価償却費など

）の再算定を行うとともに，今後の投資
事業の見直しによる変動も考慮する

・収益については，下水道使用料等の補
正を行うなどし，収支全体の見直しを行
う

令和８年度当初予算で
は純損失（赤字）が発生

50.9 50.2

51.6 50.7 52.6 50.4

53.4
53.7 54.0 54.1 54.4 54.4 54.4

48.4 46.6 49.0 47.6 50.4 49.2 51.3 52.3 52.9 53.3 53.6 54.0 54.4
30

34

38

42

46

50

54

58

現計画 実績 現計画 実績 現計画 実績 現計画 現計画 現計画 現計画 現計画 現計画 現計画

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

収益 費用

金額

年度

2.5億 2.6億 2.2億 2.1億 1.4億 1.1億 0.8億 0.8億0.4億 ▲0.01億

3.6億 3.1億 1.2億

収益と費用（汚水事業） （単位：億円 税抜き）

現計画・実績差1.1億 現計画・実績差0.6億 現計画・実績差▲1.0億
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補てん財源残高は，令和６年度決算において純利益が現計画より下回
ったものの、現計画を上回っている状況にある

累積欠損金
解消見込み

【今後の考え方】

・累積欠損金については，収支
推計の補正に合わせて，見直し
を行う

・補てん財源残高については，
収支推計の補正に加え，投資事
業の見直しの影響も反映させ，
見直しを行う

20.9

24.4
26.5

28.5 28.3 27.9 27.7
26.2 24.9

23.7

26.1
28.7

30.0

▲ 10

▲ 5
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35

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

補てん財源現計画 補てん財源実績

金額

補てん財源残高（汚水事業）
（単位：億円）

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031年度

▲ 6.5
▲ 3.9

▲ 1.8

▲ 5.0 ▲ 1.8 ▲ 0.6

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0
R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

累積欠損金（現計画） 累積欠損金（実績）

金額
年度

累積欠損金（汚水事業） （単位：億円，税抜き）

累積欠損金は、令和４年度及び令和５年度において、現計画を上回る
純利益（黒字）を確保できたことから、現計画を上回る減少となって
おり、計画通り累積欠損金の解消を見込んでいる
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●実績が推計を下回った主な理由

国費の内示減（▲10.5億円）や処理場の施設増設・改
築時期の見直しにより、現計画に対して実績が▲23.3億
円となったもの

汚水整備事業 （単位：億円）
R４ R５ R６ ３か年計

現計画 40.2 47.1 39.2 126.5
実績 37.7 32.7 32.8 103.2
差 ▲ 2.5 ▲ 14.4 ▲ 6.4 ▲ 23.3

【今後の考え方】

事業の優先度の再検証など，全体的な見
直しを実施

40.2 
47.1 

39.2 
43.1 

29.0 29.5 
24.2 24.9 22.9 23.6 

37.7
32.7

32.8
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40

50

R４ R５ R６ R７ R８ R９ R10 R11 R12 R13

2022 2022 2022 2022 2022 2022 2022 2022 2022 2022

（単位：億円）
汚水整備事業

現計画 実績
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【今後の考え方】

・投資事業の見直しを踏
まえ，企業債発行額を見
積もる

387.1
394.9 396.8 400.4
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390.8

381.7
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361.2

351.2372.4 371.0 371.6
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単位：億円企業債残高の推移（汚水事業）

企業債残高汚水分（現計画） 企業債残高汚水分（実績）

21.4 21.6 21.3 21.3 
21.0 20.7 

20.1 
19.6 

19.0 
18.4 

20.9 20.8
20.4

15.0

16.0

17.0

18.0

19.0

20.0

21.0

22.0

23.0

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

単位：万円
水洗化人口１人当たりの企業債残高の推移

現計画 実績

水洗化人口１人当たりの企業債残高は、水洗化人口が
増加する一方で、企業債残高自体が現計画より低い状
況にあるため、現計画よりも低い位置で推移している

各年度の事業の進捗に伴い、企業債発行額に変動が生じてお
り、全体としては現計画より低い位置で、残高が推移してい
る
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・経営目標の達成状況等について

① 純利益（黒字）の確保

⇒ 下水道使用料改定により，平成30
年度から単年度の黒字を継続

② 水洗化率の向上

⇒ 処理区域内人口及び水洗化人口が現計画
を下回ったことにより，水洗化率は現計
画に達していない状況

③ 企業債残高の削減（汚水分）

⇒ 残高は横ばいであるが，水洗化人口
１人当たりの企業債残高は減少傾向

《 経営戦略の見直し（今後の推計）》

① 行政人口

② 処理区域内人口

③ 下水道普及率

④ 水洗化人口

⑤ 水洗化率

⑥ 有収水量

⑦ 下水道使用料収入

⑧ 収益 　「⑦ 下水道使用料収入」の補正を中心に再算定

➈ 費用
　過年度の実績により変動する経費の再算定を行うとともに，投

資事業の見直しによる変動も反映

⑩ 収支推計 　「⑧ 収益」－「➈ 費用」で再算定

⑪ 投資事業 　事業の優先度の再検証など、全体的な見直しを実施

⑫ 企業債残高 　「⑪ 投資事業」の見直しを踏まえて見積

⑬ 水洗化人口当たり残高
　「⑬ 水洗化人口当たり残高」＝「⑫ 企業債残高」／「④ 水洗化人

口」

⑭ 累積欠損金 　「⑩ 収支推計」の補正に合わせて見直し

⑮ 補てん財源残高
　「⑩ 収支推計」の補正に加え，「⑪ 投資事業」の見直しの影

響も反映

　「②処理区域内人口」、「④ 水洗化人口」の動向を見極めな

がら適正に見積

　現在の社人研の人口推計をベースとしつつ，令和７年度以降

の状況も見極めながら補正

「③ 下水道普及率」＝「② 処理区域内人口」／「① 行政人口」×100

　「② 処理区域内人口」の増加に合わせ，下水道への早期接

続に向けた取組を促進するなど，水洗化率の向上を図り，推

計に反映

「⑤ 水洗化率」＝「④ 水洗化人口」／「② 処理区域内人口」×100
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